
地域医療構想の策定について

（南河内保健医療協議会 資料）

平成27年８月５日
大阪府健康医療部保健医療室保健医療企画課
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世帯主が65歳以上の夫婦のみ世帯数
世帯主が65歳以上の単独世帯数
世帯主が６５歳以上の単独世帯と夫婦のみ世帯が全体に占める割合

医療・介護サービスの提供体制の改革の趣旨

○ ２０２５年には団塊の世代が７５歳以上となり、３人に１人が６５歳以上、５人に１人が７５歳以上となります。今後、高
齢化が進むと医療や介護を必要とする方がますます増加しますが、現在の我が国の医療・介護サービスの提供体制
のままでは十分対応できないと見込まれています。

○ 例えば、医療については、入院患者が増えると、救急患者の受入れを断る事例が増えるのではないか、退院して在
宅に帰りたいが往診してくれる医師が見つからないのではないかなどといった不安があります。

○ また、介護については、介護度が重度になったり、一人暮らしや老夫婦だけになっても、安心して暮らすことができる
か、在宅で暮らすことができなくなった時の施設が十分にあるか、認知症になっても地域で生活を続けていくことができ
るかなどといった不安があります。

○ このため、高度な急性期医療が必要な患者は、質の高い医療や手厚い看護が受けられ、リハビリが必要な患者は
身近な地域でリハビリが受けられるようにする必要があります。同時に、退院後の生活を支える在宅医療や介護サー
ビスを充実し、早期に在宅復帰や社会復帰ができるようにするとともに、生活支援や介護予防を充実させ、住み慣れ
た地域で長く暮らすことができるようにする必要があります。
２０２５年を見据え、限られた医療・介護資源を有効に活用し、必要なサービスを確保していくため、こうした改革を早
急に実施することが不可欠です。

（日常生活自立度Ⅱ以上の高齢者数の推計）

２０１０年：２８０万人２０１０年：２８０万人 ２０２５年：４７０万人２０２５年：４７０万人

認知症高齢者数の推計

世帯主が６５歳以上の単独世帯及び夫婦のみ世帯数の推計今後の高齢化の見込み

2012年８月 2015年 2025年 2055年
65歳以上人口
（割合）

3,058万人
（24.0%）

3,395万人
（26.8%）

3,657万人
（30.3%）

3,626万人
（39.4%）

75歳以上人口
（割合）

1,511万人
（11.8%）

1,646万人
（13.0%）

2,179万人
（18.1%）

2,401万人
（26.1%）

（出所；厚労省資料）
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・２０１０年の７５歳以上人口約８４万人が、２０２５年には約１５３万人

に増加（約７０万人増加）
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■府内の状況

・民間医療機関が90.6％。救急搬送の77％が民間病院で担われて
おり、民間病院が地域・政策医療の推進に大きく寄与

・兵庫、奈良県など近隣府県からの患者流入が多い

・府域の圏域間でも患者の流出入に差がある

2010年（H22年） 2025年（H37年) 増加数

65歳以上
１９９万人

（５人に１人）
２４６万人

（３人に１人）
＋４７万人

75歳以上
８４万人

（１０人に１人）
１５３万人

（５人に１人）
＋７０万人



（出所；厚労省ＨＰ） 4



5（出所；厚労省資料）
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（出所；国専門調査会資料）

高度急性期、急性期、回復期の医療需要について



7（出所；国専門調査会資料）
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慢性期及び在宅医療等の医療需要について

（出所；国専門調査会資料）



9（出所；国専門調査会資料）



10（出所；国専門調査会資料）
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患者の収れんのイメージ
地域医療構想の策定後の実現に向けた取組 （各医療機関での取組）
○まず、様々な病期の患者が入院している個々の病棟について、高度急性期機能から慢性期機能までの選択を行った上で、病棟単位で当該病床の機能
に応じた患者の収れんのさせ方や、それに応じた必要な体制の構築などを検討することが望ましい。（収れんのイメージは下図のとおりであり、将来も
病棟ごとに選択した機能と患者像が完全に一致することを想定しているものではない。）

○併せて、自主的な取組を踏まえ、地域医療構想調整会議を活用した医療機関相互の協議により、地域における病床の機能の分化と連携に応じた自院
の位置付けを確認することが可能になる。
例えば、がん入院医療の役割を医療機関の間で臓器別に分担すること、回復期のリハビリテーション機能を集約化すること、療養病床について在宅医
療等への転換を進めること等が挙げられる。
以上の取組を受け、次年度の病床機能報告への反映や地域医療介護総合確保基金の活用を検討し、更なる自院の運営の改善と地域における役割
の明確化を図る。

○また、これらの取組により、区域全体で見ても、病床機能報告制度における病棟の報告病床数と、地域医療構想における必要病床数が次第に収れん

されていき、不足する機能の解消や、患者数との整合が図れることになる。

（出所；地域医療構想ガイドライン）



地域医療構想策定プロセス

■構想策定ガイドラインより ■大阪府の進め方
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①構想策定の体制整備

②データの収集・分析・共有

③構想区域の設定

④区域の医療需要推計

⑤医療提供体制の検討

⑥必要病床数の推計

⑦構想区域の確認

⑧実現のための施策検討

・構想区域内の自主的な取組
・地域医療構想調整会議を活用した医療
機関相互の協議
・地域医療介護総合確保基金の活用
・実現に向けた取組みとPDCA

地域構想策定後

①８医療圏の保健医療協議会を活用。その下に
地域医療構想懇話会を設置
②国提供のデータ ＋ NDB独自分析(府がん循C）
により、府において分析（関係者のWG設置）
③二次保健医療圏を基本に検討をスタート

④４機能（高度・急性期・回復期・慢性期）毎に推計

⑤４機能を疾病ごとに検討。
圏域間、他府県間調整の検討・協議

⑥推計結果を圏域にお示しし圏域で議論

⑧病床機能、在宅医療、医療従事者の確保養成な
どの施策を検討
（基金の活用についても併せて意見聴取）

・地域医療構想調整会議については、引き続き、

８圏域の保健医療協議会において議論するが、

懇話会の体制については再度検討

（関係者間の自主的な協議ができる体制を整備）



地域医療構想策定に向けて
（地域医療構想策定）
・地域医療構想には、二次医療圏単位の医療需要を見積も
り、必要な病床数を推計。２７年度中の策定をめざす
・地域医療構想は、医療提供体制全般について、現保健医療
計画、介護保険計画との整合性を図り策定
→ 検討（記載）項目
○ 病床機能の分化連携
○ 在宅医療、医療従事者の確保
○ 地域医療介護総合確保基金の活用方策 など

（構想策定後）
・具体的な協議は、構想策定後に圏域ごとに、関係者からな
る協議の場（※）において、自主的な取り組みにより進める。

（※）構想策定後の協議の場についても、保健医療協議会を活用するが、
新たに懇話会の設置については検討予定。
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大阪府の地域医療構想策定の進め方

◆地域の医療需要に関するデータ分析・検討方針

↓ 府ではさらに詳細な分析を実施

・二次医療圏単位だけでなく、市町村（区）単位での分析を行うため、独自に

ＮＤＢデータの取得を申請済（Ｈ27.1.16）

・レセプト情報だけでなく、特定健診等の情報も併せて取得し分析

・府内の健康情報や医療分析事情にノウハウ、実績がある大阪がん

循環器病予防センターに委託することで、大阪独自の分析を実施

・分析にあたっては、大阪大学医学部と連携して実施

・医療需要の検討に向けてワーキンググループを設置

※構成メンバー：大阪府医師会・大阪府病院協会・大阪府私立病院協会・公立病院協議会・

がん循Ｃ・大阪府
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・6月12日；厚生労働省より支援ツールの配布（構想策定データ）
・6月18日；同省より医療計画策定のためのデータブック配布



・当面、二次医療圏（８ヵ所）を構想区域として想定し、議論をスタートするため

の体制を構築

・構想区域での検討機関として既存会議体である保健医療協議会を活用

☆医療保険者：医療法30条の14第1項による

○地域医療構想懇話会
・保健医療協議会の下に、協議会委員の代表からなる地域医療構想懇話会として

二次医療圏毎にフレキシブルな検討の場を新たに設置

※構想策定後の協議の場についても、保健医療協議会を活用するが、新たに懇話会

の設置については検討予定。

◆構想区域での検討機関の人選その他取り組み状況

保健医療協議会とは
・保健医療計画の推進（進捗管理、評価）のため、条例で８つの二次医療圏毎に設置
・各圏域内で生じる保健・医療・福祉の諸課題に向けた解決策につき意見を聴取

○保健医療協議会委員（現在の委員）
地元市町村、地元医師会、地元歯科医師会、地元薬剤師会、地元公私立病院（一部）、府医師会、
府歯科医師会、府薬剤師会・大病協、私病協、その他

○地域医療構想策定のために新たに追加する委員
公立病院協議会、看護協会、大阪精神科病院協会、地元社会福祉協議会、医療保険者（☆）
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※ ２７年度中に構想策定すると仮定した
場合のスケジュール

◆大阪府の地域医療構想策定に向けたスケジュール（案）



医療・介護情報の活用による改革の推進に関する
専門調査会第1次報告
（平成27年6月15日）

17

（参考１）
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（出所；国専門調査会資料）



19
（出所；国専門調査会資料）
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（出所；国専門調査会資料）



■大阪府域の状況 （単位：千床）

○留意点
・今回の推計値は地域医療構想ガイドラインで示した計算方法を一定の仮
定をおいて機械的に全国の人口推計等を代入して計算した参考値
・府県においては、構想区域間・他府県間の患者流出入や療養病床の入院
受療率など地域の実情を勘案して、今後推計していく。
・大阪府としても、ＮＤＢデータなどを独自で入手し詳細な分析を行う。
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2013年の病床数 高 度
急性期

急性期 回復期 慢性期 合 計 差 引
一般 療養

医療機関

所在地ベース

91.4 68.5 22.9

11.8 35.0 31.4
Ａ 19.5
Ｂ 22.9
Ｃ 23.3

97.7
101.1
101.5

+6.3
+9.7

+10.1

患 者

住所地ベース
11.5 34.6 31.0

Ａ 19.5
Ｂ 22.9
Ｃ 23.3

96.6
100.0
100.4

+5.2
+8.6
+9.0

○病床機能報告（Ｈ２７．３．３１現在）との差 （＋は不足 ▲は過剰）

・高度急性期 11.6 急性期 43.6 回復期 7.3 慢性期 23.0 計 85.5（※）

差引 + 0.2~+0.1             ▲ 8.6~▲9.0 +24.1~+23.7 ▲3.5~+0.3

※全医療機関から報告となっていないため、上記2013年の病床数とは合わない



病 床 機 能 報 告 制 度
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（参考２）
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病床機能報告制度の概要

○平成26年6月、医療介護総合確保推進法成立、医療法改正。

○改正医療法に基づく義務として、平成26 年10 月、病床機能報告制度創設。

○医療機関がその有する病床（一般病床及び療養病床）において担っている
医療機能の現状と今後の方向を選択し、病棟単位を基本として都道府県
に報告。

○対象医療機関は病院および有床診療所。

○地域医療構想の策定後の実現に向けた取組 （各医療機関での取組）
・報告を通じて、自主的な取組を踏まえ、地域医療構想調整会議を
活用した医療機関相互の協議により、地域における病床の機能の
分化と連携に応じた自院の位置付けを確認。
・病床機能報告制度における病棟の報告病床数と、地域医療構想
における必要病床数を次第に収れんしていく。
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病床機能報告制度（報告項目）
【報告Ⅰ】 病床が担う医療機能

以下の各時点につき、病棟単位の医療機能を下記の表の４つの機能（高度急性期機能／急性
期機能／回復期機能／慢性期機能）の中から１つずつ選び、報告する。
（１） 現在の医療機能（平成26年7月1日現在）
（２） ６年が経過した時点における医療機能の予定

※ 来年や２年後といった比較的短期の医療機能の変更予定がある場合、変更の時期の目途と変更後の機能も報告。

（３） 2025年度（平成37年度）時点における医療機能（任意）

【報告Ⅱ】 その他の具体的な項目
①構造設備・人員配置等に関する項目
②具体的な医療の内容に関する項目

医療機能の名称 医療機能の内容

高度急性期機能 ○急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、診療密度が特に高い医療を
提供する機能

急性期機能 ○急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、医療を提供する機能

回復期機能

○急性期を経過した患者への在宅復帰に向けた医療やリハビリテーションを提供す
る機能。

○特に、急性期を経過した脳血管疾患や大腿骨頸部骨折等の患者に対し、ＡＤＬの
向上や在宅復帰を目的としたリハビリテーションを集中的に提供する機能（回復
期リハビリテーション機能）。

慢性期機能
○長期にわたり療養が必要な患者を入院させる機能
○長期にわたり療養が必要な重度の障がい者（重度の意識障がい者を含む）、筋ジ
ストロフィー患者又は難病患者等を入院させる機能
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○提出率（３月３１日現在）
報告項目Ⅰ：病床が担う医療機能
報告項目Ⅱ：その他の具体的な項目 ①構造設備・人員配置等に関する項目

②具体的な医療の内容に関する項目

・報告項目Ⅰ、Ⅱ①に係る報告：90.5％
（うち、病院：96.5％、有床診療所：78.7％）

・報告項目Ⅱ②に係る報告 ：76.1％
（うち、病院：82.9％、有床診療所：63.0％）

病床機能報告中間集計結果（大阪府）

○医療機能別の病床数（床・構成比）

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 合計 無回答

H26.7時点
病 院 11,586 42,228 6,977 22,830 83,621 542
有床診療所 1 1,407 285 157 1,850 62

計
11,587

（13.5％）
43,635

（50.7％）
7,262

（8.4％）
22,987

（26.7％）
85,471 604

（0.7％）

６年後
病 院 12,508 40,214 8,294 22,861 83,877 286
有床診療所 1 1,400 285 164 1850 62

計
12,509

（14.5％）
41,614

（48.4％）
8,579

（10.0％）
23,025

（26.8％）
85,727 348

（0.4％）

H37.7時点
病 院 9,171 22,335 4,703 12,706 48,915 35,248
有床診療所 1 702 174 110 987 925

計
9,172

（10.7％）
23,037

（26.8％）
4,877

（5.7％）
12,816

（14.9％）
49,902 36,173

（42.0％）



地域医療介護総合確保基金事業
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（参考３）



27（出所；厚労省資料）



28（出所；厚労省資料）



29（出所；厚労省資料）
※【スケジュールは、予定として示されたものであり変更されている点があります】


